
第７号様式（第９条関係）

　　　年　　月　　日
八王子市長　　様
申請者（代表者）
住　所                          　　　
フリガナ

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　

電　話                      　　　    
八王子市分譲マンション耐震化促進補助金
交付申請書

　八王子市分譲マンションの耐震診断等について、補助金の交付を受けたいので、令和８年度（２０２６年度）八王子市分譲マンション耐震化促進補助金交付要綱第９条の規定により、必要書類を添えて下記のとおり申請します。
記
	１　補助金の種類

（該当に○）
	耐震診断・耐震補強設計・耐震改修・建替え

	２　申請金額
	

	
	事業が複数年度に渡る場合の内訳額
	令和　年度
	

	
	
	令和　年度
	

	３　建築物
	名称
	

	
	所在地
	八王子市

	
	規模
	地上　　　階／地下　　　階

	
	構造

（混構造では複数に○）
	Ｓ造・ＲＣ造・ＳＲＣ造・その他

	
	耐火・準耐火

（該当に○）
	耐火建築物・準耐火建築物

	
	面積

（小数点第２位まで）
	延べ面積　　 　 　㎡(うち居住部分　 　　　㎡)
敷地面積　　　 　 ㎡

	
	住宅の戸数
	戸

	
	建築年月
	　　　　年　　月

	４　予定期間
	　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	５　事業者等

　
	耐震診断者・

耐震補強設計者・
工事施工者
（該当に○）
	名称・氏名

所在地　

連絡先


暴力団でないことの宣誓

□　暴力団の利益となる活動を制限するため、私は暴力団（世帯員全員及び共有の場合は共有者全員）でないことを宣誓し、暴力団による利用であるかを確認する必要がある場合は、関係所管へ照会することについて同意します。（□に✔チェック）
添付書類
　裏面のとおり

第７号様式（第９条関係）添付書類一覧
	（共通）
・建物全部事項証明書又は建物の所有権を証する書類の写し
・市税等の滞納がないことの証明書として市税等の確認同意書または、各納税証明書等　
・確認通知書又は建築年月日を証する書類の写し
・管理組合の規約と耐震診断等の実施を決議したことが分かる書類の写し
・消費税仕入税額控除確認書
・案内図、配置図、各階平面図
・店舗等がある場合は、店舗等の部分の床面積が確認できる書類
・耐震診断等の見積書または要する費用が確認できる書類及び補助金計算書
・工程表
・申請者の本人確認書類（申請書の氏名欄へ申請者の自署又は押印がある場合はこの限りでない。）
・全体計画承認を受けた場合は承認書の写し及び各年度の出来高が確認できる書類
・その他、市長が必要と認めた書類
（申請者が再生組合又は個人施行者の場合）
・マンション再生法第9条に基づき、再生組合の設立が認可されたことが分かる書類又はマンション再生法第45条に基づき、個人施行が認可されたことが分かる書類

・再生組合においてはマンション再生法第10条、個人施行者においては同法第47条の規定による事業計画

1 耐震診断
・耐震化事業施工者が別記１に掲げる者であることを証する書面の写し

⑵耐震補強設計
・耐震化事業施工者が別記１に掲げる者であることを証する書面の写し
・耐震診断評定書の写し
・耐震診断結果報告書の写し

⑶耐震改修工事の場合
・耐震化事業施工者が別記１に掲げる者であることを証する書面の写し
・土地の所有権を証する書面の写し
・土地の所有者の承諾書の写し（借地の場合）
・耐震補強設計の評定書の写し
・耐震補強設計の結果報告書の写し
・工事に関する設計図書

⑷建替えの場合
・耐震化事業施工者が別記１に掲げる者であることを証する書面の写し
・土地の所有権を証する書面の写し
・土地の所有者の承諾書の写し（借地の場合）
・耐震補強設計の評定書の写し
・耐震補強設計の結果報告書の写し
・耐震改修工事に要する費用が確認できる書類
・工事に関する設計図書
・従前マンションの延べ面積が分かる書類
・事業費が分かる書類

⑸除却の場合
・土地の所有権を証する書面の写し
・土地の所有者の承諾書の写し（借地の場合）
・従前マンションの延べ面積が分かる書類
（マンション敷地売却事業を実施する場合）

・マンション再生法第105条に基づき認定を受けた除却等計画

・マンション再生法第113条に基づき売却組合の設立が認可されたことが分かる書類

・事業費が分かる書類

（マンション建替え事業を実施する場合）

・全体の事業費のうち、除却工事の事業費が分かる書類

（マンション除却事業を実施する場合）

・マンション再生法第163条6項に基づき、除却組合の設立が認可されたことが分かる書類

・事業費が分かる書類


